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はじめに

交通機関としての航空は、我が国の国際競争力の強化や地域の持続的な経済成

長の実現等のため、必要不可欠な公共的役割を担っている。

主要地域拠点空港である福岡空港は、西日本の中核的な拠点空港として、また、

アジアへのゲートウェイとして重要な役割を担っており、今後も国内外航空ネッ

トワークにおける拠点性を発揮していくことが求められている。

福岡空港がとるべき将来の対応方策については、これまで国（九州地方整備局、

大阪航空局）と地域（福岡県、福岡市）が連携・協力して、住民等関係者に対し

広く意見を求めながら幅広い合意形成を得るよう努めながら検討を行ってきてい

る。

国と地域は、平成14年12月の交通政策審議会航空分科会の答申を受け、平成15

年度から連携・協力して「福岡空港の総合的な調査」を行い、パブリック・イン

ボルブメント（略名：PI）の手法を取り入れながら、抜本的な空港能力向上方策

（「現空港における滑走路増設案」と「新空港案」）等の検討を進めてきた。

この調査結果やPIの実施結果、福岡県・福岡市の意見等を踏まえ、平成21年度

からは「現空港における滑走路増設」案で構想・施設計画段階に移行し、具体的

な空港計画策定に向けた検討を進めてきた。

平成24年度からは、環境影響評価手続きに着手することとなっている。

＜検討の経緯＞

滑走路増設案の選定

平成２１年５月
福岡県知事・福岡市長からの意見

平成２１年４月

交通政策審議会航空分科会の答申

平成１４年１２月

滑走路増設案新空港案

抜本的な対応方策の検討

近隣空港との連携

ＰＩの実施

平成１５年度～平成２０年度

総合的な調査

構想・施設計画段階

平成２１年度～平成２３年度

ＰＩの実施

平成２２年８月～９月

環境アセスメント

平成２４年度～
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１．総合的な調査での検討 
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２．構想・施設計画段階での検討 

 構想・施設計画段階では、総合的な調査における検討を踏まえ、現空港にお

ける滑走路増設案のうち、西側増設案（滑走路間隔２１０ｍ）を基本として、

滑走路を始めとする各施設の配置等について、以下に示す６項目の技術的な課

題について詳細検討を行った。  

    １．航空需要予測の精査 

２．滑走路等の配置の検討 

３．施設配置計画及び拡張用地規模の検討 

４．航空機騒音の影響 

５．事業費・工期の検討 

６．費用便益分析 

 

＜検討課題・検討体制＞ 

 

 

 平成２４年３月には、構想・施設計画段階の検討結果、PI 等意見募集の結果

を総括して、福岡空港の将来整備（滑走路増設案）に関する考えをとりまとめ

（＜滑走路増設案の概要＞を参照）、構想・施設計画段階を終了した。 

 平成２４年度から本計画案に基づき、環境影響評価手続きに着手することと

なった。 
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＜滑走路増設案の概要＞ 

 

 
【注１】今後、さらに詳細に検討していくため、変更となる可能性がある。
【注２】工事着手までには環境アセスメント、用地買収、埋蔵文化財調査などの期間が必要。

増設滑走路諸元

増設滑走路位置
現滑走路の西側、滑走路中心間隔210m
北側滑走路端位置は現滑走路と揃える

増設滑走路種別 非精密進入用滑走路

増設滑走路形状 長さ：2500m 幅：60m

空港能力
滑走路処理容量 18.3万回／年

現滑走路処理容量14.5万回／年との比較 1.26倍

高さ制限
進入表面 住宅・事業所に抵触し

移設が必要（8件）【注1】転移表面

周辺への影響

空港拡張面積 約12ha【注1】

空港拡張面積に含まれる可能性のある物件数 約30件【注1】

騒音対策区域 変更なし

周辺社会基盤への影響 都市高速道路や主要道路には影響しない

工事着手後の工事期間 約7年【注1】【注2】

概算事業費

用地費（拡張用地買収費・物件移転補償費） 約 700億円【注1】

土木工事（用地造成・滑走路・誘導路等） 約 700億円【注1】

照明・無線工事（滑走路灯火・誘導路灯火等） 約 100億円【注1】

ターミナル施設等整備費（貨物ターミナル等） 約 300億円【注1】

計 約1,800億円【注1】

社会経済的な効率性 費用便益比1.6【注1】
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